
令和 8 年９月吉日 

協力会社各位 

大鉄工業株式会社 

改正建設業法に関する当社の対応について 

平素より格別のご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

先にご案内しました通り、令和７年１２月に改正建設業法が全面施行されました。これは労働者の処遇改善が

法制度上明確に位置付けられたもので、元請、下請を問わずすべての建設業者が遵守するものです。 

この度、当社の具体的な対応を定めましたので以下の通りお知らせいたします。つきましては、内容をご確認

の上、ご対応いただきますようお願いいたします。 

今後とも、当社の事業へのご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

１．工事下請契約約款の改正 

工事下請契約約款を改正します。これは、建設工事標準下請契約約款（令和 7 年 12 月改正）の趣旨を踏まえ

ること及び運用の改善を図ることを目的としています。新しい約款は令和８年１１月１日から適用いたします。主な

改正内容は次の通りです。 

○請負代金内訳書への材料費、労務費、法定福利費、建退共掛金、安全衛生経費の明示 

〇コミットメント条項の新設 

○振込手数料は当社負担であることを明記 

〇履行遅滞に関する条文整理 

〇契約不適合期間の見直し 

 

２．工事下請基本契約の再締結 

工事下請契約約款の改正に合わせて工事下請基本契約書を改正し、再締結いたします。なお、今回再締結

先の整理を行います。基本契約を再締結しないこととなる場合は、必要の都度、注文書による個別契約を行いま

す。 

 

３．材料費・労務費等内訳書の制定 

材料費・労務費等内訳書を制定し、当社あての見積書に添付していただくこととします。 

 

４．「建設技能者を大切にする企業の自主宣言」の実施 

当社は以下の項目について、建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度の宣言を行いました。 

〇労務費確保・賃金支払い等のための取組 

〇建設キャリアアップシステムの活用 

〇宣言企業との取引優先 

〇その他 



 

５．協力会社のみなさまにご対応いただきたいこと 

①基本契約書の再締結 

基本契約の再締結先には、新しい基本契約書を令和８年９月下旬から発送いたしますので必要書類を１０

月末日までにご返送いただきますようお願いいたします。 

 

②見積書への「材料費・労務費等内訳書」の添付 

当社あての見積書には、「材料費・労務費等内訳書」を添付し、材料費、労務費、法定福利費、建退共掛金、

安全衛生経費を明示してください。 

記入にあたっては「労務費に関する基準ポータルサイト」（https://roumuhi.mlit.go.jp/）掲載資料を参考にし

てください。 

なお、設計内容が定まっていない場合の概算見積等、上記内訳明示を求めない場合もございます。詳細は

見積依頼箇所の指示に従ってください。 

 

③自主宣言企業である場合はその旨の記載 

貴社が「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」の宣言企業である場合は、その旨見積書に記載し

ていただきますようお願いいたします。 

 

④建設キャリアアップシステムの活用 

 事業者、技能者の加入促進をお願いします。現場入場の際はカード、顔認証等による就業履歴の登録を実

施してください。詳細型カードでの技能者登録及び能力評価の申請を実施願います。 

 

以上 

 

 

【本件に関するお問い合わせ先】 

安全・企画推進本部 施工統括部 

℡：06-6195-6120 

https://roumuhi.mlit.go.jp/
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協力会社のみなさまへ

平素より格別のご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。

先にご案内しました通り、令和７年１２月に改正建設業法が全面施行されました。これ
は労働者の処遇改善が法制度上明確に位置付けられたもので、元請、下請を問わずすべ
ての建設業者が遵守するものです。

この度、当社の具体的な対応を定めましたので以下の通りお知らせいたします。つきまして
は、内容をご確認の上、ご対応いただきますようお願いいたします。

今後とも、当社の事業へのご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。



１．工事下請契約約款の改正

工事下請契約約款を改正します。
（令和８年１１月１日）
主な改正内容は以下の通りです。

〇請負代金内訳書への材料費、労務費、
法定福利費、建退共掛金、安全衛生経費
の明示
〇コミットメント条項の新設
〇振込手数料は当社負担であることを明記
〇履行遅滞に関する条文整理
〇契約不適合期間の見直し



２．工事下請基本契約の再締結

工事下請契約約款の改正に合わせて工事下請基本契約書を改正、再締結いたします。
なお、今回再締結先の整理を行います。
基本契約を再締結しないこととなる場合は、必要の都度、注文書による個別契約を行い
ます。



３．材料費・労務費等内訳書の制定

材料費・労務費等内訳書を当社あての見積書に添付していただくこととします。



４．「建設技能者を大切にする企業の自主宣言」の実施



５．協力会社のみなさまにご対応いただきたいこと

①基本契約書の再締結
●基本契約の再締結先には、新しい基本契約書を令和８年９月下旬から発送いたしま
すので必要書類を１０月末日までにご返送いただきますようお願いいたします。

②見積書への「材料費・労務費等内訳書」の添付
●当社あての見積書には、「材料費・労務費等内訳書」を添付し、材料費、労務費、法
定福利費、建退共掛金、安全衛生経費を明示してください。
●記入にあたっては「労務費に関する基準ポータルサイト」掲載資料を参考にしてください。
●設計内容が定まっていない場合の概算見積等、上記内訳明示を求めない場合もござい
ます。詳細は見積依頼箇所の指示に従ってください。



５．協力会社のみなさまにご対応いただきたいこと

③自主宣言企業である場合はその旨の記載
●貴社が「建設技能者を大切にする企業の自主宣言制度」の宣言企業である場合は、そ
の旨見積書に記載していただきますようお願いいたします。

④建設キャリアアップシステムの活用
●事業者、技能者の加入促進をお願いします。
●現場入場の際はカード、顔認証等による就業履歴の登録を実施してください。
●詳細型カードでの技能者登録及び能力評価の申請を実施願います。
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